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下 水 道 事 業 会 計               

 

１ 業 務 実 績 

業務量の比較をみると，第１表のとおりである。 

⑴ 下 水 処 理 量        

「処理水量」は１億９，３８５万㎥で，降雨量の増により前年度に比べ８７２万㎥（４．７％）

増加している。 

「有収水量」は１億７，８４３万㎥で，業務用の使用量の減により，前年度に比べ１８２万㎥ 

（１．０％）減少している。 

⑵ 施設整備の状況 

当年度は，第９次神戸市下水道整備五ヵ年計画の３年次として，引き続き，計画的に下水道整備

を推進した結果，当年度末の「処理区域面積」は１６８ha拡大され１万７，９５８ha，「汚水管渠」

は玉津処理区等で４５㎞布設され３，８４７㎞となっている。「雨水管渠」は中央排水区等で４㎞布

設され５９７㎞となっている。 

 

(千㎥) 193,858 8,727 4.7 185,131 △ 111 △ 0.1

(㎥) 529,667 22,459 4.4 507,208 △ 304 △ 0.1

(千㎥) 178,437 △ 1,825 △ 1.0 180,262 △ 1,642 △ 0.9

( ha ) 17,958 168 0.9 17,790 187 1.1

(ｍ) 3,847,317 45,653 1.2 3,801,664 56,222 1.5

(ｍ) 597,755 4,069 0.7 593,686 11,531 2.0

(㎥/日) 882,900 0 0.0 882,900 0 0.0

(戸) 13,151 2,117 19.2 11,034 △ 8,704 △ 44.1

新 築 12,814 2,177 20.5 10,637 △ 8,871 △ 45.5

浄 化 槽 切 替 216 29 15.5 187 69 58.5

く み と り 便 所 改 造 121 △ 89 △ 42.4 210 98 87.5

　 　

(件) 127 38 42.7 89 8 9.9

351 △ 22 △ 5.9 373 △ 49 △ 11.6

(人) 256 △ 20 △ 7.2 276 △ 43 △ 13.5

(人) 95 △ 2 △ 2.1 97 △ 6 △ 5.8

項     目

施 設 整 備 の 状 況

処 理 区 域

汚 水 管 渠 布 設

雨 水 管 渠 布 設

処 理 能 力

水 洗 化 の 状 況

当 年 度 水 洗 化 し た 戸 数

実   数
対前年度
増　　減

処 理 水 量

１ 日 平 均 処 理 水 量

第　１　表　　　業　　　務　　　量　　　の　　　比　　　較　　　

平　　成　　15　　年　　度

水 洗 化 費 用 貸 付 制 度

下 水 処 理 量

実   数
対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

平　　成　　14　　年　　度

対前年度
増 減 率

有 収 水 量

貸 付 件 数

職 員 数

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員  
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⑶ 水洗化の状況        

当年度は，住宅の建設等により１万３，１５１戸の水洗化を行ったが，前年度に水洗化した戸数

と比べ２，１１７戸増加している。 

⑷ 水洗化費用貸付制度 

この制度は，水洗化貸付と水洗化訴訟費用等貸付からなっており，下水道事業基金により運営さ

れている。水洗化貸付の貸付限度額は原則として大便器１個につき５０万円であり，無利子貸付と

なっている。 

当年度の貸付件数は１２７件で，前年度に比べ３８件増加している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支        

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は予算額３４９億６，２７２万円に対して決算額３４１億５，９２９万円で，執行率

は９７．７％となっている。これは主として，有収水量が予定を下回ったことに伴い下水道使用料

が減少したこと及び一般会計補助金の減少による。 

収益的支出は予算額３５４億１，４１８万円に対して決算額３３９億５，０２５万円で，執行率

は９５．９％となっている。これは主として，経費の節減により処理場費が減少したこと及び流域

処理水量の減等に伴い業務費が減少したことによる。 

 

(単位　金額：千円，比率：％）

1 34,962,728 100.0 34,159,290 100.0 △ 803,438 97.7

(1) 21,748,000 62.2 21,017,316 61.5 △ 730,684 96.6

(2) 13,214,728 37.8 13,141,975 38.5 △ 72,753 99.4

1 35,414,184 100.0 33,950,258 100.0 1,463,926 95.9

(1) 27,271,739 77.0 26,077,804 76.8 1,193,935 95.6

(2) 8,138,445 23.0 7,872,454 23.2 265,991 96.7

(3) 1,000 0.0 － － 1,000 －

(4) 3,000 0.0 － － 3,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

決　算　額 予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

項　　　　目　

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

予　算　額

予 備 費

営 業 外 費 用

下 水 道 事 業 費

営 業 外 収 益

営 業 費 用

特 別 損 失
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⑵ 資 本 的 収 支        

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は１７７億１，５６２万円で，翌年度繰越工事資金９億２，１９７

万円を除く当年度財源充当額は１６７億９，３６５万円である。これに対し，資本的支出の決算額

は３５３億９，３４６万円で，その不足する額１８５億９，９８０万円を損益勘定留保資金１８４

億１，０２８万円及び前年度繰越工事資金１億８，９５１万円で補てんしている。 

ア 資 本 的 収 入        

資本的収入は予算額２１８億７，９０６万円に対して決算額１７７億１，５６２万円で，執行

率は８１．０％となっている。これは主として，工程調整のため建設改良工事を翌年度に繰り越

したことにより，その財源である企業債が収入できなかったことによる。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は４３億５，７２５万円で，資本的収入の２４．６％を占めており，主な充当内訳

は，汚水幹枝線布設費に１６億６，５２５万円及び雨水幹枝線布設費に１４億３，１００万円と

なっている。 

「国庫支出金」は７４億８，５２０万円で，資本的収入の４２．３％を占めており，主な充当

内訳は，処理場建設費に２１億６３３万円及び汚水幹枝線布設費に１４億５，１５３万円となっ

ている。 

「他会計繰入金」は８，９６０万円で，自治振興事業助成として一般会計から繰り入れたもの

である。 

「基金繰入金」は２６億１，０９０万円で，企業債償還のための財源として繰り入れたもので

ある。 

「雑収入」は３０億１，１６４万円で，主として工事負担金３０億３１５万円である。 

イ 資 本 的 支 出        

資本的支出は予算額４２５億５，７８９万円に対して決算額３５３億９，３４６万円で，執行

率は８３．２％となっている。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 建 設 改 良 費        

建設改良費は２２８億２，６４４万円で，資本的支出の６４．５％を占めており，翌年度へ

の繰越額６３億８，９００万円及び不用額７億７，２４３万円を生じたため，執行率は 

７６．１％となっている。 

「処理場建設費」は４６億２７３万円で，主な内訳は，垂水処理場に係るネットワークポン

プ場築造工事１４億８，０５５万円及び東灘処理場に係る神戸市公共下水道根幹的施設の建設

工事６億１，４０７万円である。なお，工程調整のため１０億９，０００万円を繰り越したこ

と等により，執行率は８０．７％となっている。 
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「ポンプ場建設費」は１０億５，６９６万円で，主な内訳は，新和田岬ポンプ場に係る築造

工事１０億９６万円である。なお，工程調整のため８億２，７００万円を繰り越したこと等に

より，執行率は５５．８％となっている。 

「汚水幹枝線布設費」は９６億７，１６６万円で，主な内訳は，須磨浦汚水幹線布設工事 

１７億７，５７２万円及び同幹線二次覆工他工事９億９，３００万円である。なお，４億 

７，３６０万円の不用額を生じるとともに，工程調整のため３０億６，０００万円を繰り越し

たことにより，執行率は７３．２％となっている。 

「雨水幹枝線布設費」は３８億１，２５２万円で，主な内訳は，和田岬連絡雨水幹線工事 

８億５，５０４万円である。なお，工程調整のため１３億３，１００万円を繰り越したこと等

により，執行率は７４．１％となっている。 

「処理施設等整備費」は３４億７，１０６万円で，内訳は，既存下水道施設の改良費２４億 

８，３２６万円及び資本勘定支弁職員に係る人件費９億８，７８０万円である。なお，２億 

４，３６２万円の不用額を生じるとともに，工程調整のため８，１００万円を繰り越したこと

により，執行率は９１．４％となっている。 

(単位　金額：千円，比率：％）

1 21,879,063 100.0 17,715,629 100.0 921,970 △ 4,163,434 81.0

(1) 8,025,500 36.7 4,357,250 24.6 － △ 3,668,250 54.3

(2) 7,670,927 35.1 7,485,207 42.3 921,970 △ 185,720 97.6

(3) 89,700 0.4 89,600 0.5 － △ 100 99.9

(4) 306,596 1.4 161,030 0.9 － △ 145,566 52.5

(5) 2,610,900 11.9 2,610,900 14.7 － － 100.0

(6) 3,175,440 14.5 3,011,642 17.0 － △ 163,798 94.8

1 42,557,899 100.0 35,393,460 100.0 6,389,000 775,439 83.2

(1) 29,987,887 70.5 22,826,448 64.5 6,389,000 772,439 76.1

ア 5,703,878 13.4 4,602,736 13.0 1,090,000 11,142 80.7

イ 1,895,000 4.5 1,056,967 3.0 827,000 11,033 55.8

ウ 13,205,262 31.0 9,671,662 27.3 3,060,000 473,600 73.2

エ 5,144,238 12.1 3,812,529 10.8 1,331,000 709 74.1

オ 243,822 0.6 211,492 0.6 － 32,330 86.7

カ 3,795,687 8.9 3,471,063 9.8 81,000 243,624 91.4

(2) 1,110,000 2.6 1,110,000 3.1 － － 100.0

(3) 11,457,012 26.9 11,457,012 32.4 － 0 100.0

(4) 3,000 0.0 － － － 3,000 －

備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

基 金 繰 入 金

雑 収 入

資 本 的 支 出

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)

財 産 収 入

項　　　　目

予　算　額 決　算　額

構 成
比 率

翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

金　額
（Ａ）

構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

資 本 的 収 入

企 業 債

国 庫 支 出 金

他 会 計 繰 入 金

建 設 改 良 費

処 理 場 建 設 費

ポ ン プ 場 建 設 費

汚 水 幹 枝 線 布 設 費

企 業 債 等 償 還 金

予 備 費

雨 水 幹 枝 線 布 設 費

流 域 下 水 道 事 業 費

処 理 施 設 等 整 備 費

基 金 造 成 費
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(ｲ) 基 金 造 成 費        

基金造成費は１１億１，０００万円で，工事負担金の一部１０億５，４４７万円及び基金運

用益５，５５２万円が原資となっている。 

(ｳ) 企業債等償還金 

企業債等償還金は企業債の元金償還金１１４億５，７０１万円で，資本的支出の３２．４％

を占めている。 

 

３ 経 営 成 績 

⑴ 損 益 状 況 

損益状況の比較をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益３３１億６，６７３万円に対し費用３３４億７，２１６万円で，差引３億５４３

万円の経常損失となっている。これに，前年度繰越欠損金２２９億５，４０６万円を加えた当年度

未処理欠損金は２３２億５，９４９万円となっている。 

前年度と比べると，収益が６億４，５４２万円（１．９％）減少し，費用が１４億５，００１万

円（４．２％）減少した結果，経常損失は８億４５９万円改善している。 

営業収支比率は７７．９％，経常収支比率は９９．１％であり，前年度と比べそれぞれ１．０ポ

イント，２．３ポイント上昇している。 

⑵ 収     益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は２００億３，４０１万円で，前年度に比べ３億５，５７３万円(１．７％)減少して

いる。 

「下水道使用料」は１９６億６，５９７万円で，収益の５９．３％を占めており，前年度に比

べ３億７，１９６万円（１．９％）減少している。これは，業務用の使用水量が減少したことに

よる。 

イ 営 業 外 収 益        

営業外収益は１３１億３，２７１万円で，前年度に比べ２億８，９６９万円（２．２％）減少

している。 

「他会計補助金」は１２５億２，６５６万円で，収益の３７．８％を占めており，雨水排除に

係る維持管理費・資本費の全額と汚水処理に係る資本費の一部等を負担区分に基づき一般会計か

ら受け入れたものであり，前年度に比べ３億１，２７２万円（２．４％）減少している。 

「基金繰入金」は５，５５２万円で，経営改善のため，基金運用益相当額を繰り入れたもので

あり，前年度に比べ５８１万円（１１．７％）増加している。 
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「雑収益」は５億２，１６７万円で，土地売却益及び用地使用料等であり，前年度に比べ 

３，６１６万円（７．４％）増加している。 

⑶ 費     用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は２５７億１，４３５万円で，前年度に比べ８億１，３６４万円（３．１％）減少し

ている。 

「人件費」は２９億６，８３２万円で，損益勘定支弁職員等に係る人件費であり，前年度に比

べ２億８，３３７万円（８．７％）減少している。これは主として，業務の委託化等による職員

数の減による。 

「運営費」は４９億９，０４６万円で，費用の１４．９％を占めており，前年度に比べ 

３，８９４万円（０．８％）増加している。これは主として，処理場における委託業務が増加し

たことによる。 

「減価償却費」は１５０億８，０７４万円で，費用の４５．１％を占めており，前年度に比べ

２億５，８６４万円（１．７％）減少している。これは主として，「機械及装置」で減価償却が終

了した資産が増加したことによる。 

「その他諸費用」は２６億７，４８２万円で，業務費，水洗化促進費及び資産減耗費等であり，

前年度に比べ３億１，０５７万円（１０．４％）減少している。これは主として，業務費に係る

負担金補助及び交付金が減少したことによる。 

イ 営 業 外 費 用        

営業外費用は７７億５，７８１万円で，前年度に比べ６億３，６３７万円（７．６％）減少し

ている。これは主として，比較的高金利の企業債を償還したことによる支払利息の減により，「支

払利息及企業債取扱諸費」が減少したことによる。 
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(A) 33,166,736 100.0 △ 645,429 △ 1.9 33,812,165 100.0 △ 689,183 △ 2.0

(a) 20,034,017 60.4 △ 355,732 △ 1.7 20,389,749 60.3 △ 385,444 △ 1.9

下 水 道 使 用 料 19,665,978 59.3 △ 371,962 △ 1.9 20,037,940 59.3 △ 436,624 △ 2.1

他 会 計 補 助 金 368,039 1.1 16,229 4.6 351,810 1.0 51,181 17.0

13,132,719 39.6 △ 289,697 △ 2.2 13,422,416 39.7 △ 303,739 △ 2.2

受 取 利 息 及 配 当 金 4,878 0.0 1,177 31.8 3,701 0.0 △ 8,321 △ 69.2

他 会 計 補 助 金 12,526,568 37.8 △ 312,728 △ 2.4 12,839,296 38.0 △ 2,200 0.0

国 庫 補 助 金 24,075 0.1 △ 20,130 △ 45.5 44,205 0.1 △ 21,499 △ 32.7

基 金 繰 入 金 55,520 0.2 5,818 11.7 49,702 0.1 △ 7,344 △ 12.9

雑 収 益 521,678 1.6 36,166 7.4 485,512 1.4 △ 264,374 △ 35.3

(B) 33,472,169 100.0 △ 1,450,019 △ 4.2 34,922,188 100.0 △ 1,000,270 △ 2.8

(b) 25,714,351 76.8 △ 813,642 △ 3.1 26,527,993 76.0 △ 546,849 △ 2.0

人 件 費 2,968,328 8.9 △ 283,371 △ 8.7 3,251,699 9.3 △ 917,036 △ 22.0

運 営 費 4,990,462 14.9 38,946 0.8 4,951,516 14.2 120,853 2.5

減 価 償 却 費 15,080,741 45.1 △ 258,644 △ 1.7 15,339,385 43.9 427,793 2.9

そ の 他 諸 費 用 2,674,821 8.0 △ 310,572 △ 10.4 2,985,393 8.5 △ 178,459 △ 5.6

7,757,817 23.2 △ 636,378 △ 7.6 8,394,195 24.0 △ 453,421 △ 5.1

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

7,671,690 22.9 △ 598,407 △ 7.2 8,270,097 23.7 △ 483,364 △ 5.5

雑 支 出 86,127 0.3 △ 37,971 △ 30.6 124,098 0.4 29,944 31.8

△ 305,432 － 804,591 － △ 1,110,023 － 311,087 －

－ － － － － － － －

－ － △ 834,125 皆減 834,125 － 834,125 皆増

△ 305,432 － 1,638,716 － △ 1,944,148 － △ 523,038 －

△ 22,954,062 － △ 1,944,147 － △ 21,009,915 － △ 1,421,110 －

△ 23,259,494 － △ 305,432 － △ 22,954,062 － △ 1,944,147 －

77.9 － 1.0 － 76.9 － 0.2 －

99.1 － 2.3 － 96.8 － 0.8 －

備考：１　「運営費」は，管渠費，処理場費，ポンプ場費である。

　　　２　「その他諸費用」は，業務費，水洗化促進費，資産減耗費等である。

構成
比率

対前年度
増　　減

平　　成　　15　　年　　度

金   額
構成
比率

対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

費 用

営 業 費 用

特 別 利 益 (D)

特 別 損 失 (E)

営 業 外 費 用

経 常 損 益 (C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） (G)

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

(単位　金額：千円，比率：％)

第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　の　　比　　　較　　　

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） (F+G)

収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

項     目

平　　成　　14　　年　　度

金   額
対前年度
増 減 率
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⑷ 有収水量１㎥当たりの使用料と汚水処理費用 

有収水量１㎥当たりの使用料と汚水処理費用をみると，第５表のとおりである。 

有収水量１㎥当たりの使用料は１１０円２１銭で，前年度に比べ９５銭（０．９％）減少してい

る。 

有収水量１㎥当たりの汚水処理費用は１５８円１６銭で，主として支払利息及企業債取扱諸費及

び人件費が減少したことにより，前年度に比べ６円１銭（３．７％）減少している。 

有収水量１㎥当たりの差引収支は４７円９５銭の赤字であるが，前年度に比べ５円７銭改善して

いる。 

 

(A) 110.21 － △ 0.95 △ 0.9 111.16 － △ 1.40 △ 1.2

(B) 158.16 100.0 △ 6.01 △ 3.7 164.17 100.0 △ 3.96 △ 2.4

人 件 費 13.90 8.8 △ 1.33 △ 8.7 15.22 9.3 △ 4.86 △ 24.2

運 営 費 25.52 16.1 0.46 1.8 25.06 15.3 1.11 4.6

減 価 償 却 費 68.37 43.2 △ 0.84 △ 1.2 69.21 42.2 2.21 3.3

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

35.21 22.3 △ 2.55 △ 6.8 37.77 23.0 △ 1.86 △ 4.7

そ の 他 15.16 9.6 △ 1.75 △ 10.4 16.91 10.3 △ 0.56 △ 3.2

△ 47.95 － 5.07 － △ 53.01 － 2.56 －

69.7 － 2.0 － 67.7 － 0.8 －

備考：１　「運営費」は，管渠費，処理場費，ポンプ場費である。

　　　２　「その他諸費用」は，業務費，水洗化促進費，資産減耗費等である。

第　５　表　　　有　収　水　量　１㎥　当　た　り　の　使　用　料　と　汚　水　処　理　費　用

金   額
対前年度
増 減 率

構成
比率

平成１４年度

１㎥当たりの汚水処理費用

対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

対前年度
増　　減

平成１５年度

構成
比率

１ ㎥ 当 た り の 使 用 料

金   額

(単位　金額：円，比率：％)

内
　
　
　
訳

項     目

A/B×100

差 引 （ Ａ － Ｂ ）
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４ 財 政 状 態 

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

⑴ 資     産 

資産総額は６，９４９億５，５５１万円で，前年度末に比べ２３億４，９７４万円（０．３％）

増加している。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は６，６４９億９，３４１万円で，前年度末に比べ５１億３，７６１万円（０．８％）

増加している。 

(ｱ) 有形固定資産        

有形固定資産は６，３０７億２，１８１万円で，前年度末に比べ６８億７，３２６万円 

（１．１％）増加している。 

「土地」は３８８億１，１０４万円で，前年度末に比べ７，１４９万円（０．２％）減少し

ている。これは，代替地用地の売却等があったことによる。 

「建物」は２５９億５，８６３万円で，前年度末に比べ４億９，７１７万円（１．９％）減

少している。これは，汚泥圧送施設建築工事等の増１億７，０６３万円があったものの，減価

償却等による減６億６，７８０万円があったことによる。 

「構築物」は４，７３７億７，６２８万円で，前年度末に比べ２４億４，９９３万円 

（０．５％）増加している。これは，減価償却等による減１０５億３，３４５万円があったも

のの，市内各所での汚水・雨水管渠布設等の増１２９億８，３３８万円があったことによる。 

「機械及装置」は７１５億７，９３２万円で，前年度末に比べ７，６３０万円（０．１％）

減少している。これは，西部及び玉津処理場機械設備等の増３４億５，０９１万円があったも

のの，減価償却等による減３５億２，７２２万円があったことによる。 

「建設仮勘定」は１７４億４０３万円で，前年度末に比べ４９億５，９９９万円 

（３９．９％）増加している。これは，構築物などの本勘定への振替等による減１６８億 

４，１４３万円があったものの，須磨浦汚水幹線及び新和田岬ポンプ場築造工事等の計上によ

る増２１８億１４２万円があったことによる。 

(ｲ) 無形固定資産        

無形固定資産は５１億２，４８５万円で，前年度末に比べ１億７，９２３万円（３．４％）

減少している。これは主として，武庫川上流・加古川上流流域下水道建設負担金等２億２７３

万円が増加したものの，減価償却等により３億８，１９６万円減少したことによる。 
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(ｳ) 投     資 

投資は２９１億４，６７４万円で，前年度末に比べ１５億５，６４２万円（５．１％）減少

している。これは，「基金」を１１億１，０００万円造成したものの，企業債の償還等のため 

２６億６，６４２万円取り崩したことによる。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は２９９億６，２０９万円で，前年度末に比べ２７億８，７８７万円（８．５％）減

少している。これは主として，「現金預金」が減少したことによる。 

⑵ 負     債 

負債総額は１３４億２５２万円で，前年度末に比べ６億２，８０８万円（４．５％）減少してい

る。 

ア 固 定 負 債 

固定負債は５２億６，１６１万円で，前年度末に比べ５億１，５８０万円（８．９％）減少し

ている。 

「退職給与引当金」は２１億９，６６４万円で，前年度末に比べ１億２，０５３万円（５．８％）

増加している。これは，当年度退職手当を３億２，９４６万円支払ったものの，退職給与引当金

を４億５，０００万円積み立てたことによる。 

「その他固定負債」は３０億６，４９７万円で，前年度末に比べ６億３，６３３万円 

（１７．２％）減少している。これは，開発者等からの負担金の受入れによる増５億３，１９２

万円があったものの，「工事負担金」への振替等による減１１億６，８２６万円があったことによ

る。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は８１億４，０９０万円で，前年度末に比べ１億１，２２８万円（１．４％）減少し

ている。 

⑶ 資     本 

資本総額は６，８１５億５，２９８万円で，前年度末に比べ２９億７，７８２万円（０．４％）

増加している。 

ア 資 本 金        

資本金は２，０８８億４，４１５万円で，前年度末に比べ７０億９，５５１万円（３．３％）

減少している。これは，企業債を４３億６，１５０万円発行したものの，１１４億５，７０１万

円償還したことにより，「借入資本金」が減少したことによる。 
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イ 剰 余 金        

剰余金は４，７２７億８８３万円で，前年度末に比べ１００億７，３３４万円（２．２％）増

加している。 

(ｱ) 資 本 剰 余 金        

資本剰余金は４，９５９億６，８３２万円で，前年度末に比べ１０３億７，８７７万円 

（２．１％）増加している。 

「国庫補助金」は２，５７９億９，３９７万円で，前年度末に比べ７０億９，３０１万円 

（２．８％）増加している。これは，処理場建設等に係る補助金を受け入れたことによる。 

「他会計繰入金」は１１６億６４８万円で，前年度末に比べ８，５００万円（０．７％）増

加している。これは，自治振興事業助成で一般会計から繰り入れたことによる。 

「工事負担金」は１，５６５億１，０６１万円で，前年度末に比べ２９億１，４３４万円 

（１．９％）増加している。これは，開発団地等に係る工事負担金を受け入れたことによる。 

「受贈財産評価額」は４００億８，８８３万円で，前年度末に比べ２億８，６４１万円 

（０．７％）増加している。これは，団地開発者から汚水・雨水管渠の移管があったことによ

る。 

「その他資本剰余金」は２９７億６，８４２万円で，前年度末と同額となっている。 

(ｲ) 欠 損 金        

欠損金は，当年度純損失３億５４３万円と前年度繰越欠損金２２９億５，４０６万円とを合

わせ，２３２億５，９４９万円となっている。 

⑷ キャッシュ・フローの状況 

   当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

   営業活動において，現金支出を伴わない減価償却費等を内部留保したことなどにより，１４８億

９，６８５万円のキャッシュを生み出し，財務活動において，国庫支出金の受け入れなどにより， 

３３億８，８９５万円のキャッシュを調達した。一方，投資活動において，建設改良などに２１１

億８９９万円のキャッシュを使用した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ２８億２，３１８万円減少し，

２２５億３，６８１万円となっている。 
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694,955,510 100.0 692,605,768 100.0 2,349,742 0.3

Ⅰ 664,993,415 95.7 659,855,799 95.3 5,137,616 0.8

1 630,721,816 90.8 623,848,549 90.1 6,873,267 1.1

(1) 38,811,045 5.6 38,882,543 5.6 △ 71,498 △ 0.2

(2) 25,958,631 3.7 26,455,802 3.8 △ 497,171 △ 1.9

(3) 2,213,717 0.3 2,149,043 0.3 64,674 3.0

(4) 473,776,280 68.2 471,326,349 68.1 2,449,931 0.5

(5) 71,579,325 10.3 71,655,631 10.3 △ 76,306 △ 0.1

(6) 34,310 0.0 31,292 0.0 3,018 9.6

(7) 944,477 0.1 903,850 0.1 40,627 4.5

(8) 17,404,032 2.5 12,444,039 1.8 4,959,993 39.9

２ 5,124,854 0.7 5,304,085 0.8 △ 179,231 △ 3.4

(1) 5,116,388 0.7 5,293,425 0.8 △ 177,037 △ 3.3

(2) 1,621 0.0 3,816 0.0 △ 2,195 △ 57.5

(3) 6,845 0.0 6,845 0.0 0 0.0

３ 29,146,744 4.2 30,703,165 4.4 △ 1,556,421 △ 5.1

(1) 29,030,003 4.2 30,586,424 4.4 △ 1,556,421 △ 5.1

(2) 10,006 0.0 10,006 0.0 0 0.0

(3) 106,735 0.0 106,735 0.0 0 0.0

Ⅱ 29,962,095 4.3 32,749,968 4.7 △ 2,787,873 △ 8.5

１ 22,536,819 3.2 25,360,007 3.7 △ 2,823,188 △ 11.1

２ 7,406,099 1.1 7,350,622 1.1 55,477 0.8

３ 16,103 0.0 21,547 0.0 △ 5,444 △ 25.3

４ 73 0.0 72 0.0 1 1.4

５ 3,000 0.0 17,720 0.0 △ 14,720 △ 83.1

694,955,510 100.0 692,605,768 100.0 2,349,742 0.3

13,402,524 1.9 14,030,610 2.0 △ 628,086 △ 4.5

Ⅰ 5,261,616 0.8 5,777,418 0.8 △ 515,802 △ 8.9

1 2,196,644 0.3 2,076,109 0.3 120,535 5.8

２ 3,064,971 0.4 3,701,309 0.5 △ 636,338 △ 17.2

Ⅱ 8,140,908 1.2 8,253,192 1.2 △ 112,284 △ 1.4

１ 8,128,365 1.2 8,226,324 1.2 △ 97,959 △ 1.2

２ － － 131 0.0 △ 131 皆減

３ 9,543 0.0 9,016 0.0 527 5.8

４ 3,000 0.0 17,720 0.0 △ 14,720 △ 83.1

681,552,986 98.1 678,575,158 98.0 2,977,828 0.4

Ⅰ 208,844,153 30.1 215,939,665 31.2 △ 7,095,512 △ 3.3

１ 35,473,722 5.1 35,473,722 5.1 0 0.0

２ 173,370,431 24.9 180,465,943 26.1 △ 7,095,512 △ 3.9

(1) 173,370,431 24.9 180,465,943 26.1 △ 7,095,512 △ 3.9

Ⅱ 472,708,833 68.0 462,635,493 66.8 10,073,340 2.2

１ 495,968,328 71.4 485,589,555 70.1 10,378,773 2.1

(1) 257,993,977 37.1 250,900,966 36.2 7,093,011 2.8

(2) 11,606,482 1.7 11,521,476 1.7 85,006 0.7

(3) 156,510,619 22.5 153,596,275 22.2 2,914,344 1.9

(4) 40,088,831 5.8 39,802,418 5.7 286,413 0.7

(5) 29,768,420 4.3 29,768,420 4.3 0 0.0

２ △ 23,259,495 △ 3.3 △ 22,954,062 △ 3.3 △ 305,433 －

(1) △ 23,259,495 △ 3.3 △ 22,954,062 △ 3.3 △ 305,433 －

(△305,432) － (△1,944,148) － (1,638,716) －

備考：１　有形固定資産の減価償却累計額は，249,284,085千円である。

　　　２　特定収入による資本的支出に係る控除対象外消費税額は，資本剰余金と相殺している。

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 繰 入 金

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

（うち当年度純損失）

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

敷 金

工 事 負 担 金

前 受 金

出 え ん 金

前 払 金

現 金 預 金

貯 蔵 品

未 収 金

第　６　表　　　下　水　道　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表　　

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

有 形 固 定 資 産

資 産

固 定 資 産

対前年度
増 減 率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成14年度末平成15年度末
科        目 構成

比率
金 　額
（Ｂ）

負 債

負 債 及 び 資 本

地 上 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

投 資

流 動 資 産

そ の 他 固 定 負 債

建 物 附 属 設 備

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 備 品

機 械 及 装 置

車 両 及 運 搬 具

基 金

無 形 固 定 資 産

預 り 有 価 証 券

預 り 金

資 本

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

企 業 債

固 定 負 債

未 払 金

流 動 負 債

退 職 給 与 引 当 金

保 管 有 価 証 券

土 地

構 築 物

建 物
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(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 14,896,852 11,929,311 2,967,541

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 305,432 △ 1,944,148

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 55,520 △ 49,702

　減 価 償 却 費 15,080,741 15,339,385

過 年 度 分 減 価 償 却 費 823 －

固 定 資 産 除 却 損 199,054 197,680

企 業 債 発 行 差 金 4,250 1,360

固定資産売 却損 (特別損失 ） － 834,125

未 収 金 の 増 減 △ 55,476 845,502

貯 蔵 品 の 増 減 5,444 13,158

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 14,718 △ 6,159

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 120,535 18,940

未 払 金 の 増 減 △ 97,959 △ 3,326,449

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 14,325 5,618

Ⅱ △ 21,108,998 △ 17,875,204 △ 3,233,794

建 設 改 良 費 △ 22,826,448 △ 19,368,217

投 資 △ 1,110,000 △ 1,300,000

財 産 収 入 161,030 114,311

基 金 繰 入 金 2,610,900 2,629,000

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 55,520 49,702

Ⅲ 3,388,959 4,568,865 △ 1,179,906

企 業 債 収 入 4,357,250 5,913,140

国 庫 支 出 金 7,485,207 4,972,355

他 会 計 繰 入 金 89,600 1,395,268

雑 収 入 3,011,642 3,672,362

　企 業 債 等 償 還 金 △ 11,457,012 △ 11,225,305

そ の 他 固 定 負 債 の 増 減 △ 636,337 △ 553,496

消 費 税 資 本 的 収 入 調 整 額 538,609 394,541

Ⅳ △ 2,823,187 △ 1,377,028 △ 1,446,159

Ⅴ 25,360,007 26,737,034 △ 1,377,027

Ⅵ 22,536,819 25,360,007 △ 2,823,188

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として，損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　　　　　雑収入については，その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞ

　　　　　れ資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

第　７　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成1５年度 平成1４年度 対前年度増減
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５ ま  と  め   

業務面では，第９次神戸市下水道整備五ヵ年計画の３年次として，引き続き計画的に下水道整備を

推進し，垂水処理場第３期拡張工事の実施設計に着手するとともに，処理場間ネットワーク化のため

の須磨浦汚水幹線布設工事及び垂水処理場ネットワークポンプ場の築造工事等を引き続き行った。 

経営面では，使用料収入は減少傾向にあるものの，従来から取り組んできた物件費及び人件費の削

減等により，経常損失は前年度に比べ８億円縮小したが，３億円の損失となった。この結果，前年度

繰越欠損金２２９億５千万円を加えた当年度未処理欠損金が２３２億５千万円となり，経営状況は依

然厳しいものとなっている。なお，当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた資金在高は，前年

度末に比べ２６億７千万円減少し，２１８億２千万円となっている。 

本市の下水道事業は昭和２６年度に整備事業を開始して以来５０年余りが経過し，今後はさらに下

水道管渠・処理場施設等の改築更新に多額の資金が見込まれる一方で，使用料の対象となる有収水量

は減少傾向にあるほか，平成１６年度には負担区分の見直しによる一般会計補助金の減額が予定され

るなど，経営状況は今後さらに厳しくなると予想される。 

このため，効率的な投資を行うとともに，民間委託を含めた経費の節減に努めるなど，より一層の

健全経営に努められたい。 

また，中長期的な事業や財政の動向を見据え，将来の下水道事業の運営のあり方については，独立

行政法人化，包括的民間委託等を視野に入れて，検討されるよう希望する。 

 

参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 95.69 95.27 94.96

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 73.12 71.92 70.65

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 96.82 96.42 96.09

(4) 流 動 比 率 368.04 396.82 293.93

(5) 現 金 預 金 比 率 276.83 307.28 224.67

(6) 負 債 比 率 36.75 39.05 42.31

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 △ 0.04 △ 0.28 △ 0.21

(8) 自 己 資 本 利 益 率 △ 0.06 △ 0.39 △ 0.29

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 28.35 △ 30.10 △ 30.32

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.05 0.05 0.05

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.07 0.07 0.07

(12) 企業債償還額対償還財源比率 77.54 83.80 76.96

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  


